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狙い

左記の記事を興味深く読んでいる人は多いのではないだ
ろうか。まとめると、「目的のないところにシステムだけろうか。まとめると、 目的のないところにシステムだけ
が存在してはいけない」、と言っても過言ではないだろ
う。

また、BPO（Business Process Outsourcing）という言葉も
流行した。しかし、アウトソースする目的は何だったの
だろうか？

事前の社内業務改革を実行せずにして、業務をシステム
化、もしくは、アウトソースしたとしても、不要な（＝見え
ない）運用コストが継続的に跳ね返ってきていることを
理解する必要がある理解する必要がある。

この提案内容は、クライアントに正しいBPRを提供した上
で財務的競争優位性を導き、ITの導入によって、持続財 競 、 、 続

的競争優位性にまでつなげることを示唆しようとしたも
のである。

もう、「IT doesn’t matter」とは言わせない。

ご興味のある方々と、次世代の競争優位環境を創り出して
いきたいと強く考えております。

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 2引用；It Leaders 09-04 頁11 木内里美の是正勧告

一つよろしくお願い申し上げます。
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前置き

本資料は、改善をメインテーマに書かれております。従って、損益計算書上「売上向上」に関するBPRでは
なく 「コスト低減」に関するBPRが対象となりますなく、「コスト低減」に関するBPRが対象となります。

下記は、システム導入に関する一般的なステップです。下記の内容と本資料のコンサルティング対象領域
を比較するならば、「第2S・第3S」が該当するものと思われます。

更に推進の結果 「第4S・第5S」へも順次進めて参ります

組織の競

更に推進の結果、「第4S 第5S」へも順次進めて参ります。

特定部門
導

組織の効
率性向

組織の効
果性向上
に貢献（BI

組織の競
争力に貢
献（効率性
と効果性
のコラボのみで導

入
（SCM・人
事システ
ム）

率性向上
に貢献
（ERP）

に貢献（BI
＆

Analytics）

のコラボ
レーショ
ン）

ITが導入
されている
が実は不
良資産 ム）良資産

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 5
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はじめにはじめにはじめにはじめに

改善活動とは何か？
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はじめに

各企業においては、「全社効率化改善活動」、「収益性改善委員会」、と称して、社内で「経費削減」を狙う
活動が行われているだろう ここで重要なことは 「結果が測定できているかどうか」である 改善活動に活動が行われているだろう。ここで重要なことは、「結果が測定できているかどうか」である。改善活動に
おいて留意しておきたいポイントを3つ指摘してみたい。

【ポイント①；改善活動対象業務が定量的に見えているか？】【ポイント①；改善活動対象業務が定量的に見えているか？】

改善とは「善く改める」と表記するように、「何がどの程度善く改められたのか？」が、定量的に測定できて
いないようでは、これらの諸活動の「雰囲気」を味わっているだけであって、一次的に改善効果が見られ
たとしても、時間の経過と共に、現状に戻ってしまうことは大いに予想される。また、すべての業務を改
善するのではなく、改善対象業務を改善すること。筋肉を削ぎ落としては、成果に悪影響がでる。

【ポイント②；改善活動結果が営業利益に貢献しているか？】

何らかの形で現在ではシステムが導入されているだろう。そのシステムを導入する目的は何だったのだろう
か？ システムを導入することが目的であるならば特にここでは取り上げないが、そのシステム導入の
結果、「業務改善」を行い、最終的には「生産性向上」を期待してシステムを活用しているのであるならば、
システム導入効果を測定できていないと効果は測れないシステム導入効果を測定できていないと効果は測れない。

しかし、もっと重要なことは、システム導入には「多大なる初期投資」がかかっていることである。この初期
投資は減価償却したと言えども「営業利益」を縮小させている要因に繋がっているものである。できれば、
コストをかけずに生産性を向上させることができれば、クライアントに取ってはありがたいはずである。

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 7



はじめに

【ポイント③；しかし、システムは継続経営に必要不可欠である】

では、システムが経営に不必要なのか？ という議論が出てくるだろうが、答えはNoである。むしろ、必要
である。しかし、クライアントにとって「有益な固定資産」として「財務的競争優位性」、そして、「持続的競
争優位性」に寄与しているかどうかがグレーゾーンであってはいけない。

これらが定量的に見えることをクライアントは望んでいるこれらが定量的に見えることをクライアントは望んでいる。

以上の関心内容を「IE×SE」というテーマで解説してみたい。

カタナ・パフォーマンス・コンサルティング株式会社

取締役 坂本 裕司

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 8
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概要概要概要概要

IEとSEのコラボレーションが経営を加速させる
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マネジメントコンサルティングの実際

定義；

•基本機能業務；成果に直結する業務

•補助機能業務；成果に直結しないが、基本機能を補助する業務

弊社の進め方

目的 対象 実行 結果 期待

弊社の進め方

最終的には人員の低減
可能性（機会利益の創
出）、及び、営業利益へ
の寄与（実益の追求）

業務の塊（モジュール）
を対象にするので、抜
け・漏れがない

改善するべき業務、改善
してはいけない業務に統
計手法で分別する

モジュールの成果に影
響することなく、投入資
源を低減することが可能

目的に合致する

基本機能業務

昨年

本年
来年

業務

モジュール モジュール

基本機能業務

補助機能業務

業務

モジュール モジュール

基本機能業務

補助機能業務

基本機能業務

補助機能業務

業務

補助機能業務

補助機能業務
基本機能業務

基本機能業務

経営者の普遍的
なニーズとして、
営業利益を計画
的に伸ばすと同時

モジュール モジュール 改善するべき業務
（補助機能）を定
量的に把握できて
いるからこそ、改

モジュール モジュール

基本機能業務

補助機能業務

基本機能業務

補助機能業務

補助機能業務

補助機能業務
基本機能業務

基本機能業務

的に伸ばすと同時
に、成果（要定義）
に直結しない人員
は、成果に直結す
る業務に回した
い！

部・課は、管理上
の区分であって、
改善対象業務上
の区分ではな

いるからこそ、改
善後の機会利益
を予想することが
できる。

改善してはいけな
い業務（基本機
能）だけが見える
と システム対象

つまり、知恵を出
すだけで、補助機
能業務は改善で
きる

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 11
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と、システム対象
業務が見えてきた、
といえる。

きる。



マネジメントコンサルティング

Small slow but steadySmall slow but steady
マネジメントコンサルティングにおいては、対象は小さく（＝Small）、ゆっくり（＝Slow）だが着実に進めさせ
る（＝Steady）ことが可能である。更に、定量的測定を軸に進めていくので、それらの測定実績、及び、
測定技術が組織に財産として残る。測定技 織 財産 。

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 12



システム導入コンサルティングの実際
般的な進め方

目的 対象 実行 結果 期待

一般的な進め方

業務の生産性を向上さ
せたい

業務そのものを対象にし
ている

業務の優劣はつけるも
のの、業務そのものの
「アウトプット；プロセス；
インプット」の論理に沿っ
な とがある

システム導入後に、業務
が足かせになったり、む
しろ、システムの運用に
時間を取られることがあ
る

目的と合致していないこ
とがある

ていないことがある る

昨年

本年
来年

業務 システム化 システム化
システム化
（優良資産）

例えば、生産性向
上、効率性向上と
いうニーズを元に
進めるのだが、冒

（優良資産）

不良資産
進めるのだが、冒
頭から定義内容
が曖昧であること
が多い。

特に、パッケージ
を導入する時によ
くある業務対象定
義

結果、目的がシス
テム化することに
摩り替る場合があ
る

それは、システム
化する必要のない
業務までシステム
化しているからで

せっかくの固定資
産（システム）が有
効に活用されてい
ない 不幸にも

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 13
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いる。



システム導入コンサルティング

システム化は成功 しかし・・・システム化は成功、しかし・・・

システム導入コンサルティングにおいては、目的と期待が往々にして摩り替ることがある。それは、「導入す
ること」や「運用すること」が目的となるからである。

システム導入する目的が「生産性向上」であ たならば おそらく 業務の効率化 必然的に 余剰人員のシステム導入する目的が「生産性向上」であったならば、おそらく、業務の効率化、必然的に、余剰人員の
低減など、営業利益に寄与するであろう期待に応えられるはずであるが、実際は目的と期待にズレが生
じている場合がある。

このような結果になる理由は、目的の定義内容にある。

では、導入コンサルティングとして、どのような「あるべき姿」がクライアントの期待に応えることができるの
だろうか？（参照；次項）

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 14



システム導入コンサルティングのあるべき姿

定義；

•基本機能業務；成果に直結する業務

•補助機能業務；成果に直結しないが、基本機能を補助する業務

目的 対象 実行 結果 期待

基本機能業務を対象に
したシステム化

対象業務は、マネジメン
トコンサルティング時の
BPR内で精査されてい
る

システム化対象業務が
選択されていることから、
必要なシステム投資だ
けが明確になる

成果に直結した業務の
システム化であるので、
財務的競争優位性だけ
でなく、持続的競争優位
性も期待 きる

BPR発足時の目的が、
財務的、及び、持続的競
争優位性となって返って
くる。

性も期待できる

業務 業務

基本機能業務

基本機能業務

システム化 システム化 業務システム化

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

システムは道具で
あるので、導入す
ることが目的で
あってはならない

システム化するべ
き業務の選定なく
してシステムを導
入する必要はない

結果、成果の測定
も可能になる。

リーンシステムの
完成と言えるだろ
う。

つまり、マネジメン
トコンサルティング
とシステムエンジ
ニアリングは融合

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 15

あってはならない。 入する必要はない。 ニアリングは融合
するべきである。

注意；実際は、補助機能業務のシステム化も視野に入れながら進める。



クライアントに対する対策

ステ ジの融合ステージの融合

実際；マネジメントコンサルティング

BPRステージ

目的 対象 実行 結果 期待

最終的には人員の低減
可能性（機会利益の創
出）、及び、営業利益へ
の寄与（実益の追求）

業務の塊（モジュール）
を対象にするので、抜
け・漏れがない

改善するべき業務、改善
してはいけない業務に統
計手法で分別する

モジュールの成果に影
響することなく、投入資
源を低減することが可能

目的に合致する

あるべき姿；システム導入コンサルティング

目的 対象 実行 結果 期待

システム導入ステージ

昨年

本年
来年

経営者の普遍的
なニーズとして、
営業利益を計画
的に伸ばすと同時

業務

モジュール モジュール

モジュール モジュール

基本機能業務

補助機能業務

改善するべき業務
（補助機能）を定
量的に把握できて
いるからこそ、改

業務

モジュール モジュール

モジュール モジュール

基本機能業務

補助機能業務

基本機能業務

補助機能業務

基本機能業務

補助機能業務

基本機能業務

補助機能業務

業務

補助機能業務

補助機能業務

補助機能業務

補助機能業務
基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務を対象に
したシステム化

対象業務は、マネジメン
トコンサルティング時の
BPR内で精査されてい
る

システム化対象業務が
選択されていることから、
必要なシステム投資だ
けが明確になる

成果に直結した業務の
システム化であるので、
財務的競争優位性だけ
でなく、持続的競争優位
性も期待できる

BPR発足時の目的が、
財務的、及び、持続的競
争優位性となって返って
くる。

的 伸 す 同時
に、成果（要定義）
に直結しない人員
は、成果に直結す
る業務に回した
い！

部・課は、管理上
の区分であって、
改善対象業務上
の区分ではな
い！

る そ、改
善後の機会利益
を予想することが
できる。

改善してはいけな
い業務（基本機
能）だけが見える
と、システム対象
業務が見えてきた、
といえる。

つまり、知恵を出
すだけで、補助機
能業務は改善で
きる。

業務 業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

システム化 システム化 業務システム化

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務

基本機能業務
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システムは道具で
あるので、導入す
ることが目的で
あってはならない。

システム化するべ
き業務の選定なく
してシステムを導
入する必要はない。

結果、成果の測定
も可能になる。

リーンシステムの
完成と言えるだろ
う。

つまり、マネジメン
トコンサルティング
とシステムエンジ
ニアリングは融合
するべきである。
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コラボレーション

IE×SEIE×SE

シ テム 学

形式知

経営 学

暗黙知

システムエンジニア

システム工学

マネジメントコンサル
タント

経営工学

標準化力創造化力
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IEとSEがコラボレーションすることによって、「財務的競争優位性」、及び、「持続的競争優位性」をクライア
ントに提供できる可能性が高まる。



アンケート実施内容

アンケート詳細；

• 12社（流通、Sier、自動車、化学、製薬、など）を対象に実施。

• 回答は、全くそう思う（3点）、そう思う（2点）、どちらかと言えば
そう思う（1点）、そう思わない（0点）の4択。

• 満点は3点。下記は平均点。

相乗効果は？相乗効果は？
IE技術は、 補足コメント システムは、 補足コメント IEとシステムの融合は、

定量的測定は可能である。 2.33 統計学を用いて測定し、機会
利益創出可能 1.17 測定可能 2.17

初期投資は大きいイメージが
ある。 2.08 多大なる初期投資は必要ない 2.58 システム導入には初期投資が

前提 2.42
財務的競争優位性は導けると
思う。 2.17 営業利益に寄与する測定技術 1.00 生産性向上の裏には初期投資

を考慮する必要があり 2.17
持続的競争優位性は導けると 2 00 マクロ要因に寄与する 0 92 マクロ要因に寄与する 2 50思う 2.00 マクロ要因に寄与する 0.92 マクロ要因に寄与する 2.50

人員低減は可能にしてくれると
思う。 2.33

生産性定義；人数で、・・・人の
余力を作ることによって、生産
性を向上する。

0.50
工数削減が必ずしも人員低減
に繋がっているとは言い切れ
ない

1.83

経営者層との関係は強いテ
経営業績に直接反映されるこ
とから プロジ クト責任者は

プロジェクト責任者が担当部長
経営者層との関係は強いテー
マだと思う。 2.58 とから、プロジェクト責任者は

トップが望ましい。よって、経営
者とは直接的関係が多い。

1.42
長

レベルの場合がある。よって、
経営者とは間接的関係が多い。

2.42

横展開スピードは速いと思う。 1.50 プロジェクトの大きさに依存す
る 2.50 プロジェクトの大きさに関係な

い 2.00

2 25 目的 目標を明確にして進め 1 08 1 92
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回収効果は大きいと思う。 2.25 目的、目標を明確にして進め
るので効果は大きい 1.08 効果の定義とは？ 1.92

市場は、IEとシステムの相乗効果に期待している（2.50）と言えるだろう。



参考；國領二郎 慶応義塾大学教授

情報の流れが業界の在り方を大きく変えた例として、1980年代に広く普及したバーコードを活用したPOS（販売時点情報管
理、Point of Sales）システムがある。POSの導入は小売業界に何がどれだけ売れているかをリアルタイムに把握するこ理、 ）シ テ がある。 の導入は小売業界に何がどれだけ売れて るかをリアルタイ に把握する

とを可能にした。そのデータの活用は、小売業界の商品の企画力を大幅に高め、大手コンビニエンスストアチェーンが
マーケティングの主導権を握るまでに至っている。より近いところでは、鉄道業などで、ICカードによる切符の代替によっ
て駅の券売機が減り、余ったスペースを小売などに活用できるようになったり、携帯電話を使った予約の普及で、今まで
匿名だった顧客を特定できたりするようになったり、新たなビジネスチャンスが生まれている。いずれも、ITが業態を変化
させ 企業の競争力に結びついた例といえるさせ、企業の競争力に結びついた例といえる。

逆にいえば、情報技術が効果を出すのは、経営や行政サービスの仕組みを変えることに寄与した時で、既存の仕組みを温
存したまま、情報のやりとりを紙から電子に置き換えただけでは、効果は限定的となる。新システムを導入する際には、
同時に業務プロセスを見直すBPR（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）を実施することが重要だ。

とは組織全体 自ら 戦略を見直し そ 戦略に合 たビジネ プ セ を再構築する作業 とだが 実行が難しBPRとは組織全体で自らの戦略を見直し、その戦略に合ったビジネスプロセスを再構築する作業のことだが、実行が難しい。
既存の仕組みを守りたい「抵抗勢力」の反対に直面することはしばしばで、重要な仕組みについて、見直しの決定を先送
りしたままシステム開発に突っ込むこともある。こうなると、変更の繰り返しで、開発期間やコストばかり膨らんだあげく、
複雑になりすぎたシステムが矛盾を起こして、結局動かなくなるといった事態に陥ることさえあるので要注意だ。

最近では BPRに伴う時間やコストの浪費を回避するべく IT構築を徹底的にモジ ル化した上で 別の場で決定された戦最近では、BPRに伴う時間やコストの浪費を回避するべく、IT構築を徹底的にモジュール化した上で、別の場で決定された戦
略やビジネスプロセスに合わせて迅速にIT網を組み立てることで対応しようという新たな考え方が登場している。通信業
界を一変させたインターネット的なモジュール活用の考え方を、企業の基幹システムにも導入する手法で、顕著な成功事
例もある。

ただし IT構築が柔軟に 容易になったからといって ビジネス改革の意識を失うと 組織がどんどん複雑になって効率を落とただし、IT構築が柔軟に、容易になったからといって、ビジネス改革の意識を失うと、組織がどんどん複雑になって効率を落と
していくことになる。迷走の原因にならないように注意しなくてはならない。

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 19引用；日経新聞 09-03-06 やさしい経済学－経営学のフロンティア IT時代の組織と情報戦略 No 3；プロセス見直しも必須 國領 二郎（慶応義塾大学教授）



クライアントが期待していること！

ポイント①ポイント①ポイント①ポイント①

改善活動対象業務が定量的に見えているか？
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業務分類

定義；

•T型業務；非定型業務

•S型業務；定型業務

•基本機能業務；成果に直結する業務

•補助機能業務；成果に直結しないが、基本機能を補助する業務

ホワイトカラー ブルーカラー
改善対象業務

T型業務®

直接部門 ライン間接部門

T
型

T型業務

基本機能業務
型
業
務
®

基本機能業務

S
型

S
型
業
務
®

業
務
®

基本機能業務
S
型
業
務

補助機能業務 補助機能業務
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補助機能業務

務
®



解説

改善対象業務改善対象業務
生産性を高める方法は3通りある。Ⅰ；アウトプット
一定でインプットを低減する。Ⅱ；インプット一定
でアウトプットを向上させる。Ⅲ；インプットを低

ビ
でアウト ットを向 さ る。 ；イン ットを低
減しながらアウトプットを向上させる。

本資料では、「Ⅰ」を対象に書かれている。

お気づきのように、インプットを低減した結果、アウ

ステップ
サービスレベルの概要

方法

IP OP

Ⅰ IE改善 お気 き う 、イ ッ を低減 結果、アウ
トプットまでも低下させているようでは適切な改
善活動とは言えない。言わば、贅肉を取りたい
のであって筋肉を削ぎ落とすことは許されない。

この贅肉の対象となる業務が「補助機能業務」であ

Ⅰ IE改善

Ⅱ 部分的IT化

この贅肉の対象となる業務が「補助機能業務」であ
る。必然的に補助機能業務をシステム化する必
要はない。

さらに、補助機能業務内容が、定量的に把握でき

Ⅲ トータルIT化

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 22

機
ているからこそ、改善目標も設定できるのである。

引用；ホワイトカラー生産性向上マニュアル Ⅰ；業務処理方法面の生産性向上（作成；坂本裕司）



クライアントが期待していること！

ポイント②ポイント②ポイント②ポイント②

改善活動結果が営業利益に貢献しているか？
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測定技術

統計的手法を用いた測定技術（BPR-I；brain progressive reinforcement-index）

O、M、Pの概念

頻度

Min Max

O M P
時間

最頻値（M；Mode）、楽観値（O；Optimistic）、悲観値（P；Pessimistic）である。この3つの考え方は、平均値、
最小値、最大値とは大きく異なり、あくまでも現状モデルを標準化するといった考えをとらねばならない。

「 姿 値 値従って、「あるべき姿」の中でのよく起こる時間（M）、よく起こる時間の楽観値（O）、よく起こる時間の悲観値
（P）であり、現状起こりえる最小値、最大値ではない。

このように、統計的手法で測定するからこそ、信憑性が高いだけでなく、確かな定量的事実を元に、営業利
益に寄与する数値を予測できるのである

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 24

益に寄与する数値を予測できるのである。

測定できないものはマネジメントできない。

引用；ホワイトカラー生産性向上マニュアル Ⅰ；業務処理方法面の生産性向上（作成；坂本裕司）



解説

営業利益に寄与営業利益に寄与
法人を継続させていくために、調達した資金を資産
に変え、その資産を運用して売上を創出していく。

売上を創出していくためには 自社だけでなく
BS sheet

Sales 8 000

PL sheet

売上を創出していくためには、自社だけでなく、
色々な企業との取引や、従業員への対価の支
払い、また、納税の義務、更には、株主へのリ
ターンなど、全ての項目を考慮して最終的に利
益を捻出しなければならない

従業員

Sales
売上原価

売上総利益

販管費

営業利益

営業外収益

8,000
6,000
2,000
1,500

500
30 益を捻出しなければならない。

更に、企業経営の利益指標として、本業の儲けで
ある「営業利益」を重視するならば、利益を導く
ためには、そこに多大なる人件費が発生してい

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期利益

30
-40
490
200

-400
290 、そ 多 件費 発

る。

人は、資産である。設備も資産である。重要なこと
は、経営者が、従業員を優良資産として売上創
出のために貢献させているかどうかである

法人税及び住民税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益

120
10

160
10

170
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出のために貢献させているかどうかである。

経営者の最大の仕事は、「雇用を創出すること」。



クライアントが期待していること！

ポイント③ポイント③ポイント③ポイント③

しかし、システムは継続経営に必要不可欠である
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効率性（＝生産性）分解式

最後は、ITが大きく貢献す
るべきである！るべきである！

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 27引用；ホワイトカラー生産性向上マニュアル Ⅰ；業務処理方法面の生産性向上（作成；坂本裕司）



解説

IT化 ⇒ 手離れIT化 ⇒ 手離れ
改善には、「改善4原則」がある。この4原則には正
しい順序があり、「E ⇒ C ⇒ R ⇒ S」。重
要な点は、「E ⇒ C ⇒ R」までは、コストをか要 、 」 、

けずに知恵を出すだけでいくらでも生産性を向
上させることが可能である、ということ。

しかし、さらに生産性向上を加速させるためには、
知恵とシステムの力を融合させることが望まし

IE SE

E（排除；
eliminate） ○

知恵とシステムの力を融合させることが望まし
い。その領域が「S；簡素化」である。この「S」の
領域において業務がシステムに代替されること
が可能であるならば、飛躍的な生産性が期待で
きるであろう つまり IT化とは「ビジネスモデル

C（結合；
combine） ○
R（入れ替え；re-
arrange） ○

きるであろう。つまり、IT化とは「ビジネスモデル
の変革」と言えるだろう。

結果的に、マネジメントコンサルタントとシステムエ
ンジニアが融合することによって、クライアントへ

arrange） ○
S（簡素化；
simplify） ○
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付加価値の伴った提案できることにも繋がる。



参考

業務を簡素化（S；simplify）する以上に、排除（E；eliminate）することの生産性向上の寄与は、下記の図が証明してくれてい
る。る。

つまり、「無くすべき業務を排除する」ことこそが、BPRの原理原則と言えるだろう。

20%

5%
90%

100%

低
社
内
サ
ー

の
利
用
制

不要業務の廃止

10%

20%

60%

70%

80%

社内サービスの有料化

ビ
ス

制
限

ビ
ジ
ネ
ス

リ
エ
ン
ジ合理化・自由化

25%

40%

50%

60%
不要業務の廃止

低価格の処理業務サービスの外部調達

合理化・自動化

リストラクチャリング・部門の統廃合

オフショアリング・アウトソーシング

難
易
度

・
プ
ロ
セ
ス
・

ニ
ア
リ
ン
グ

リ

20%

20%

10%

20%

30%

リ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
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20%

0%

10%

高
ン
グ

「Make Your Back Office an Accelerator」（Paul Rogers and Hernan Saenz著）」を参考に、坂本が作成



おわりに

IE SE×
インダストリアル・エンジニアリング システム・エンジニアリング

IE SE×
融合が、

組織機能目的に沿ったソリューションを可能にし、

工数削減と人員低減をリンケージさせ、

ビジネスモデルを変革させた結果、

財務的 × 持続的競争優位性を創造するサ
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ポートが可能！



お問い合わせお問い合わせお問い合わせお問い合わせ
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お問い合わせ

info@kpci.jp@ p jp
マネジメントコンサルティング
測定技術 実績 など測定技術、実績、など

本資料に関するお問い合わせは、上記メールアドレスまでお問い合わせくだ
さい。

©All rights reserved; Katana Performance Consulting, Inc., 2009 32



補足補足補足補足
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労働生産性向上＝財務的＆持続的競争優位性

機械化（IT化を含む）し、従業員を減らした。労働生産性は上がるか？

労働生産性 ＝
付加価値（売上総利益）

労働生産性 ＝
従業員数

×＝
（有形）固定資産

従業員数

付加価値

（有形）固定資産

労働装備率 設備生産性

対象技術 対象技術

固定資産が増えると同時に、もし従業員（＝コスト）が減らない
ならば 労働生産性を高めるために 付加価値（＝売上総利

対象技術 対象技術
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ならば、労働生産性を高めるために、付加価値（ 売上総利
益）を上げるしかない。



比較
本資料の対象
は ちらはこちら！

Human Performance 
Technology®

Human Productivity 
Technology®

知 式知人間 暗黙知 形式知

実益追及 不確実 確実

測定指標 KPI ROI

PL sheet 1 成果の向上 人員の低減

PL sheet 2 売上に強く影響 コストダウンに強く影響

生産性 効果性 効率性

科学的管理 不可 可

優先順位 2位 1位

経営者の興味 ○ ◎経営者の興味 ○ ◎

営業利益効果 不確実 確実

システム 情報システム系 基幹業務系・事務系

主業務 非定型業務（T型） 定型業務（S型）
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主業務 非定型業務（T型） 定型業務（S型）

マネジメント対象 個人 組織
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